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【施策分野１】生まれる前から乳幼児期の支援

【目標１】妊娠・出産・育児の切れ目のない支援の充実

現状 課題 施策の指標 事業内容 関連事業

84.0% 100%

訪問指導の充実

基本施策
◆施策の方向性

実績値
（平成25年度）

目標値
（平成31年度）

主な事業・取組
（進捗管理する事業・取組）

①健診・相談・指導体制の
充実

　核家族化やシングルマザ
ー、若年妊婦、高齢妊婦な
どの増加に伴い、協力者が
いない方や育児不安の強
い方が増えています。
　また、平成21年度から国
の目指す望ましい妊婦健康
診査項目に沿い、母子健康
手帳と一緒に妊婦健康診
査受診票（14回）を交付し、
経済的負担の軽減と定期
受診の勧奨及び異常の早
期発見・早期対応に努めて
います。
平成24年度の妊娠届出者
のうち、前期妊婦健康診査
の受診割合は96.8%、後期
妊婦健康診査の受診割合
は89.4%でした。　
　また、平成23年度には、
中央保健センター、東部・
西部保健福祉センターに加
え、佐賀関、坂ノ市、大在、
大南、野津原支所に健康支
援室を設置し、身近で相談
できる体制整備を行いまし
た。

　妊娠届出は、保健指導
のスタートであることから
全ての妊婦への面接指導
が必要です。
　また、医療機関等と連携
し、特定妊婦の把握及び
妊娠から出産までの切れ
目のない支援に繋げるこ
とも必要です。

妊娠期から出産
までの期間の保
健のサービスに対
して満足している
就学前の保護者
の割合

妊娠・出産・育児に関する保健
指導の充実

各保健（福祉）センターや健康支援室での
母子健康手帳交付時等に、保健師・栄養士
による個別の面接を行い、きめ細かな指導
を行います。

新生児、未熟児、乳幼児、妊産婦等の訪問
により、身体の発育発達や育児に対する不
安や悩みの相談に応じるとともに、母乳育
児や家族計画等の情報を提供し、必要な保
健指導を行います。
　また、医療機関からの情報提供により把
握された支援が必要な妊産婦に対し、訪問
指導を行い、必要なサービス等に繋げます
。

妊娠・出産・育児に関する相談
支援体制の充実

各保健（福祉）センター、健康支援室を中心
とした身近な場所で、保健師・栄養士等が
妊娠・出産・育児に関する相談や治療費の
公費負担等について切れ目のない相談・支
援を行います。

・不妊治療
費助成事業

(※事業ａ)

妊婦健康診査の推進

医療機関及び助産所において、妊婦健康診
査受診票を使用し、健診（受診票に記載さ
れた項目）を受け、妊娠中の異常を早期に
発見し、適切な治療や保健指導に繋げます
。

※の事業は、子ども・子育て支援法に基づく事業（番号は別添資料を参照してください。）
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現状 課題 施策の指標 事業内容 関連事業

子育て情報の提供

子育て講演会の実施

育児支援家庭訪問の実施

基本施策
◆施策の方向性

実績値
（平成25年度）

目標値
（平成31年度）

主な事業・取組
（進捗管理する事業・取組）

②親育ちのための支援の
充実

子育ての情報を得やすいと
感じる保護者の割合はアン
ケート結果によると、就学前
の保護者で17.5%、小学生
の保護者で9.7%でした。ま
た、約4%の保護者が育児に
関し気軽に相談できる相手
先がいないとしており、孤立
化している家庭のあること
がわかります。
参加型子育て教室等につ
いては、申込も多くニーズ
の高さがうかがえます。
乳児家庭全戸訪問事業に
ついては、訪問率が92.7%で
あり、100%に到達していな
い現状があります。

子育て情報誌の配布や子
育て支援サイト開設等に
より、子育て情報の提供を
図ってきましたが、今後も
積極的な情報提供を進め
る必要があります。そのた
め情報内容の更新を進め
るとともに、携帯端末の変
化等に対応するための見
直しが継続的に必要です
。
子育て中の保護者が孤独
にならないよう、子育て講
座において、相談や交流
の時間を設ける必要があ
ります。
乳児家庭全戸訪問事業に
ついては、未訪問家庭に
支援の必要な場合がある
と思われるので、全ての対
象の把握に努める必要が
あります。

楽しく子育てがで
きていると感じる
保護者の割合

就学前:82.8%

小学生:71.8%

就学前:100%

小学生:100%

子育て支援サイトnaanaや冊子本「子育て応
援ガイド」を活用し、子育て家庭に向け情報
を提供します。また、サイト内に交流サイト「
おしゃべりnaana」を設け、親同士が交流で
きる場の提供もします。
市外からの転入者に対しては、子育て交流
センターにおいて「ウエルカムパーティー」を
催し、大分市の子育て情報を提供するととも
に、交流会を行い、子育て家庭が早く地域
になじめるよう後押しします。

出産・育児に関する教室や講
座の充実

初妊婦やその夫を対象とした「プレママ・プ
レパパ教室」や、乳幼児の保護者を対象と
した「すくすく赤ちゃんルーム」など、出産・育
児について切れ目のない情報提供を行うた
めの教室・講座を開催するとともに、保護者
が悩みを抱え込まないよう育児相談や交流
会を行います。

親子スキン
シップ教室

幼稚園や学校などで多くの保護者が集まる
行事を活用し、保護者に対して、子育てにつ
いて学習する機会を提供することにより、家
庭における教育力の向上を図ります。

絵本の広場
、思春期講
演会

認定こども園等における情報
提供

認定こども園等で未就学の保護者を対象に
子育て相談や子育て情報の提供を行うとと
もに、保護者同士の交流の場を提供し、親
子の育ちを支援します。

～自分らしい子育てを見つけよう～

『NPお母さんひろば』の展開

乳幼児の保護者を対象とし、子育ての不安
の解消を図るため、「～自分らしい子育てを
見つけよう～『NPお母さんひろば』」を開催し
ます。身近な地域で受講できるよう、関係機
関と連携し、市内の各地域で展開します。

（※事業ｂ）

乳児家庭全戸訪問事業（こん
にちは赤ちゃん訪問）の推進

生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し
、不安や悩みを聞き、子育てに必要な情報
提供を行い、地域の中で子どもが健やかに
育つ環境を整備します。支援が必要な家庭
に対しては関係機関と連携し、必要な支援
へ繋げます。

公立保育所の保育士が、育児に不安や悩
みを抱える子育て家庭を訪問し、相談を受
けるとともに、親子遊びや情報提供をする
中で、安心して子育てできるよう支援します
。
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【施策分野１】生まれる前から乳幼児期の支援

【目標２】乳幼児の発育・発達に向けた支援の充実

現状 課題 施策の指標 事業内容 関連事業

88.0% 100%

乳幼児健康診査の機能強化

乳幼児のむし歯予防対策の推進

予防接種の勧奨

②食育の推進 100% 乳幼児期における食育の推進

③小児医療体制の充実 小児医療体制の充実

基本施策
◆施策の方向性

実績値
（平成25年度）

目標値
（平成31年度）

主な事業・取組
（進捗管理する事業・取組）

①乳幼児期の健診・相
談・指導体制の充実

　平成24年度乳幼児健康診
査の受診率は、3～4か月児
96.5%、7～8か月児95.8%、9
～11か月児94.6%,、1歳6か
月児95.2%、3歳児92.5%でし
た。　
　また、平成24年度の3歳児
健康診査でのむし歯保有率
は、21.5%で、むし歯の保有
率は低下しているものの、
全国平均の19.1%に比べると
高くなっています。

　乳幼児の健やかな心身の
発育発達を促すためにも、
乳幼児健康診査の受診や
保護者への育児支援が必
要です。
　特に、乳幼児健康診査未
受診者に対し、健診の必要
性を説明し受診に繋げます
。
　また、むし歯予防のための
正しい知識の普及・指導の
充実や、予防接種の勧奨、
事故予防対策の普及啓発
に努めます。

乳幼児健診を受
けて安心感や満
足感を得られた
と感じる就学前
の保護者の割合

乳幼児の保護者に対する相談体
制の充実

医療費の公費負担申請や、保健（福祉）センターにおけ
る「すこやか育児相談」、保健師・栄養士等による家庭訪
問、教室等での母親同士の交流の場を通し、仲間づくり
や相談体制の充実に努めます。
また、相談専用ダイヤル「すこやか育児電話相談」を気
軽に利用できるよう周知し、利用促進を図ります。

・多胎児の会
・未熟児養育医療

身体及び精神発達上の遅れや疾病を早期に発見し、適
切な指導を行います。
また、幼児健康診査においては、必要に応じて心理専門
員による育児相談を実施し、子どもの発達や育児不安へ
の相談に応じます。

幼児健康診査や各種育児教室等の機会を捉えて、むし
歯予防のための指導を行います。また、「歯の健康診査
」「よい歯を育てる教室」「1歳6か月児健康診査」時、希望
者にフッ化物塗布を行います。

市報、市ホームページ、リーフレットを活用するとともに、
健診受診時の接種勧奨を行います。特に、麻しんの予
防接種については、麻しん征圧運動のもと、積極的な接
種勧奨に努めます。

乳幼児の保護者に対する安全管
理意識の啓発

乳幼児突然死症候群の発症予防、救急法の普及啓発、
事故予防コーナーの常設展示により、事故予防対策の
普及啓発を行います。

　乳幼児期は食べることの
基礎づくりの時期であること
から、栄養バランスのとれた
食事の大切さや、三食きち
んと食べる習慣づくり等の
指導を行っています。
　平成24年度離乳食講習会
を36回、食育サポートチー
ムによる保育所や幼稚園等
への食育教育を15回実施い
たしました。
　また、平成24年度3歳児健
康診査において、三食規則
正しく食べている人の割合
は、95.1%でした。

三食食べることが基本であ
ることから、欠食の多い朝食
の大切さを理解し、食を楽し
み、栄養バランスのとれた
食事がなされるよう20歳代・
30歳代の保護者世代への
指導が必要です。

子どもが健康的
な食習慣を身に
つけていると感
じる小学校低学
年の保護者の割
合

小学生全体：73%

今後クロス集計によ
り小1～3年生のみと
する予定

望ましい食習慣について保護者に普及啓発し、子どもの
個々の発達に応じた「食べる力」をはぐくむため、離乳食
講習会、健診会場での健康教育や個別相談を行なうとと
もに、地域からの依頼に応じた健康教育に努めます。
また、食育サポートチームによる食育の推進を行います
。

・離乳食講習会
・食育教室

大分市小児夜間救急センタ
ーや在宅当番医療等で小
児救急医療体制の確保、整
備を図っています。

小児救急医療を維持してい
くためには、時間外に急を
要しない患者の集中により
入院を必要とする患者の診
察に影響しないように、医療
機関の適正受診が必要です
。医師が不足する中、より適
正受診につながるよう啓発
等を進める必要があります
。

小児夜間急患センターにおける関係機関との協議・調整
等、医療体制の確保・整備を図ります。
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【施策分野１】生まれる前から乳幼児期の支援

【目標３】乳幼児期における教育・保育の提供

現状 課題 施策の指標 事業内容 関連事業

46.8%

78.2%

基本施策
◆施策の方向性

実績値
（平成25年度）

目標値
（平成31年度）

主な事業・取組
（進捗管理する事業・取組）

①認定こども園、幼稚園
、保育所等の量的拡大

　近年、女性の社会進出の増
大や経済情勢の影響によって
、共働き家庭が増え、求職活
動中の方を含めた入所申込
者は大幅に増加しています。 
　近年、女性の社会進出の増
大や経済情勢の影響によって
、共働き家庭が増え、求職活
動中の方を含めた入所申込
者は大幅に増加しています。

　教育・保育が必要な家庭に、
等しく給付が提供できるよう定
員を確保するとともに、児童人
口減少地域における教育・保
育機能の維持など地域に応じ
た施設を整備することが必要
です。 　教育・保育が必要な

家庭に、等しく給付が提供でき
るよう定員を確保するとともに
、児童人口減少地域における
教育・保育機能の維持など地
域に応じた施設を整備するこ

とが必要です。

希望した時期
や時間に教育
・保育を利用

できたと感じる
就学前の保護
者の割合 希
望した時期や
時間に教育・
保育を利用で
きたと感じる就
学前の保護者

の割合

※A-1
待機児童の解消

待機児童の解消を図るとともに、幼児期における
教育・保育を提供するため、必要な定員を確保し
ます。

※A-2
乳幼児期における教育・保育の提供

幼児期の学校教育と保育を一体的に提供する幼
保連携型認定こども園を推進します。

②質の高い乳幼児期の
教育、保育の提供

　家庭や地域の子育て力の低
下が指摘される中で、質の高
い教育・保育の機能が強く求
められているとともに、子ども
の育ちや保護者をめぐる環境
の変化により、教育・保育施
設への期待が高まっています
。

　子どもの保育や保護者への
支援等を通じて適切にその役
割や機能を発揮できるよう、資
質や保育の内容の質を高める
ことが求められるとともに、不
足する人材を確保・育成する
必要があります。

就学前の教育
や保育の内容
に満足してい
る保護者の割
合

※B-1
幼稚園教諭や保育士等の質の向上

子どもの育ちをめぐる環境や保護者の子育て環
境の変化への対応など、より専門性を高めるため
、幼稚園教諭や保育士等を対象とした研修等を実
施します。

※B-2
幼稚園教諭や保育士等の人材確保

幼稚園教諭、保育士等の人材を安定的に確保す
るため、保育士バンクやハローワーク等の関係機
関と連携を図ります。

※B-3
家庭や地域社会と連携した幼児教育の
推進

家庭の教育力や地域の教育的資源を活用するな
ど、家庭や地域社会と連携した教育活動の充実
に努めます。

※B-4
発達や学びの連続性を踏まえた教育の
充実

「大分市幼保小連携推進協議会」等の意見を踏ま
え、各小学校区等の実態に応じて、認定こども園
、幼稚園及び保育所等と小学校との連携を推進し
ます。

※B-5
教育・保育施設等の指導監督

認定こども園等の教育・保育施設や認可外保育
施設に対する指導監督基準により、適切な教育・
保育環境の確保に向け、指導を行います。
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現状 課題 施策の指標 事業内容 関連事業
基本施策

◆施策の方向性
実績値

（平成25年度）
目標値

（平成31年度）
主な事業・取組

（進捗管理する事業・取組）

※c
利用者支援

子どもと保護者、妊婦が必要で適切な教育・保育
施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用で
きるよう、相談体制を整備します。

③地域のニーズに応じ
た保育サービスの提供

　保護者の長時間勤務や短時
間勤務等の就労形態の多様
化、また、育児疲れの解消や
緊急時への対応等保育サー
ビスの充実が求められていま
す。

　保護者が、地域の子育て支
援事業等の中から適切なもの
を選択し、利用したいときに利
用できるよう、保育サービスを
充実する必要があります。

地域ごとの保
育サービスの
実施施設数

※d
一時預かり事業

保護者の短時間勤務や傷病・冠婚葬祭、または
育児疲れの解消などの理由で、一時的に保育を
必要とする保護者のニーズに応えるため、定員を
拡充していきます。

※e
延長保育事業

認定こども園等において、保護者の就労状況等に
より、保育時間を延長して保育を希望する保護者
のニーズに応えるため、施設数を拡充していきま
す。

※f
病児・病後児保育事業

保護者が就労している場合等において、児童が
病気及び回復期に自宅での保育が困難な場合、
安心して預けることができる支援体制を整備しま
す。

※g
子育て短期支援事業
（ショートステイ・トワイライトステイ）

保護者の病気・事故・冠婚葬祭・出張などの際に
、子どもを一時的に児童養護施設等で預かるため
、受入れ拡大に向けた検討を行います。

※h
子育てファミリー・サポート・センター事業

保育所や育成クラブへの送迎を含めて、一時的に
子どもを預かってほしい会員の依頼に応じて、育
児の手助けができる会員を紹介します。関係機関
との連携をとり、効果的な周知を行なうとともに、
利用しやすい制度の構築に努めます。
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【施策分野２】子どもの育ちや自立への支援

【目標４】バランスよく知・徳・体の「生きる力」をはぐくむ学校教育の推進

現状 課題 施策の指標 事業内容 関連事業

②道徳教育の充実

体力の向上 部活動の充実

健康教育の充実

基本施策
◆施策の方向性

実績値
（平成25年度）

目標値
（平成31年度）

主な事業・取組
（進捗管理する事業・取組）

①きめ細かな指導の充
実による学力の向上

平成24年度、大分県およ
び本市が小･中学生を対象
に実施した学力検査にお
いて、結果が全国平均以
上の教科の割合は、約
86％です。

各種学力検査の結果
分析に基づく指導方法
の改善を行い、学習意
欲を高めるきめ細かな
指導等を通して、児童
生徒の学力の向上を図
っていくことが重要です
。

学校の勉強
が楽しいと感
じる小中学生
の割合

・小学生…47.6％
・中学生…58.2％

・小学生…100％
・中学生…100％

大分っ子基礎学力アップ
推進事業

市内の小学校において、個別指導や習熟度
指導を行うための非常勤講師と複数の複式
学級がある小学校の複式学級において、学
年別の指導や課題別の指導を行う非常勤
講師を大分市独自で採用し、申請のあった
学校に配置します。

現在の子どもたちは、自尊
感情や規範意識が低いこ
と、人間関係を築く力や集
団活動を通した社会性の
育成が十分でないことなど
が指摘されています。

学校･家庭･地域が連
携・協力し、子どもたち
に豊かな人間性や社会
性をはぐくむうえから、
各学校における道徳教
育を一層充実させる必
要があります。

学校で子ども
たちが健や
かに育ってい
ると感じる小
学生の保護
者の割合

90.1％ 100％
道徳教育の充実
（道徳教育推進事業）

市内全小中学校の児童生徒が集い、地域
活動等を通じた体験を発表する「大分市子
ども絆サミット」を開催し、他校での事例を参
考に、心育てのための取組を進めます。
また、道徳教育推進校を指定し、公開研究
発表会をするとともに、「おおいた教育の日」
における道徳の公開授業を全小中学校にお
いて行います。

③心と体の健康の保持
増進

平成25年度、全小中学校
を対象に実施した新体力
テストにおいて、結果が全
国平均以上の項目の割合
は、44％です。

新体力テストの結果分
析に基づく指導法の工
夫改善を行い、運動に
対する意欲を高める指
導等を通して、児童生
徒の体力の向上を図っ
ていくことが重要です。

運動を見たり
、したりする
のが楽しいと
感じる小中学
生の割合

・小学生…73.2％
・中学生…85.3％

・小学生…100％
・中学生…100％

体力向上のため、各種研修を通じて指導者
の資質向上及び指導方法の工夫・改善等を
図るとともに、進んで運動やスポーツに親し
む意識を醸成します。

アレルギー性疾患の増加、
生活習慣病の低年齢化、
薬物乱用の増加など、子ど
もの健康課題が多様化･深
刻化しています。

個々の健康課題を認識
し自ら解決する力や自
他の生命を尊重する心
をはぐくむなど、生涯を
通して心身ともに健康
で安全な生活を送るこ
とができる資質や能力
の育成に努めます。

周りの人も自
分と同じ様に
大切な存在
だと思う中学
生の割合

・中学生…76.0％ ・中学生…100％

学校・家庭・専門機関等が連携し、生涯にわ
たる心身の健康の保持増進に必要な知識
や適切な生活習慣等を身に付けることがで
きるよう、健康教育の充実を図ります。

思春期健康教
育の推進
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【施策分野２】子どもの育ちや自立への支援

【目標５】学校・地域社会が一体となった開かれた学校づくりの推進

現状 課題 施策の指標 事業内容 関連事業

開かれた学校づくりの推進

生き生き学習サポート事業

③放課後の居場所づくり

基本施策
◆施策の方向性

実績値
（平成25年度）

目標値
（平成31年度）

主な事業・取組
（進捗管理する事業・取組）

①開かれた学校づくりの
推進

教育をめぐる課題
が複雑化する中、
家庭や地域の教育
力が低下しており、
学校、家庭、地域が
それぞれ個別に対
応するだけでは、課
題を解決することが
難しくなってきてい
ます。

子どもの健やかな成
長のため地域との連
携は不可欠であり、
そのためには、学校
が積極的に地域等
に向け積極的に情
報発信等を行ってい
く必要があります。

地域の学校は信頼
されていると感じる
小学生の保護者の
割合

84.8％ ・小学生…100％

学校評価など学校運営状況について学校便
りや学校ホームページ等により積極的に提
供するとともに、専門的な知識、技能や豊富
な経験を有する人材を、学校教育支援員とし
て登録し、小中学校の依頼に応じて、市内全
域に派遣を行います。また、各学校は、学校
独自で整備した人材バンクの外部人材も活
用することで、教育活動を充実させます。

②地域の教育的資源の
活用

地域の方々や保護
者等による学習支
援や環境整備、登
下校の見守り等、学
校における地域人
材の活用が進めら
れています。

子どもの健やかな成
長のためには、学校
を地域に開くことを
一層推進するととも
に、学校における地
域の教育的資源の
活用が求められてい
ます。

学校、家庭、地域社
会が協働して「信頼
される学校づくり」の
取組みを進めてい
ると感じる小学生の
保護者の割合

78.8％ ・小学生…100％

専門的な知識、技能や豊富な経験を有する
人材を、学校教育支援員として登録し、小中
学校の依頼に応じて、市内全域に派遣を行
う。また、各学校は、学校独自で整備した人
材バンクの外部人材も活用することで、教育
活動を充実させます。

保護者の就労によ
り、育成クラブの利
用児童数は増加傾
向にあるものの、小
学校敷地内に余裕
のない箇所も多く、
環境整備が難しい。
また、地域の自治会
や保護者からなる
運営委員会が運営
や指導員の雇用を
行っており、保育内
容については、クラ
ブによって差異が生
じています。

平成27年度からの対
象児童拡大や、国が
定める設備及び運
営に関する基準を踏
まえ、計画的に施設
整備を進める必要が
あります。また、保育
の質の向上のため、
地域との連携を図り
、指導員に対する研
修や支援体制の整
備を図る必要があり
ます。

児童育成クラブに対
する保護者の満足
度

55.8％ 100％
（※事業ⅰ）

児童育成クラブ事業

就労等により昼間保護者がいない家庭の小
学生に対し、放課後に適切な遊びや場を提
供し、健全育成を図ります。施設面での整備
を図るとともに、指導員への研修等を行い、
保育の質の向上を図ります。
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【施策分野２】子どもの育ちや自立への支援

【目標６】安心・安全な学校づくりの推進

現状 課題 施策の指標 事業内容 関連事業

①いじめ、不登校対策の充実 いじめ･不登校等対策の充実 相談体制の整備、充実

②危機管理体制の確立 90.1%

情報モラル教育の充実

③人権・同和教育の充実

④学校施設の整備・充実 学校施設の整備･充実

基本施策
◆施策の方向性

実績値
（平成25年度）

目標値
（平成31年度）

主な事業・取組
（進捗管理する事業・取組）

子どもを取り巻く社会環境
の変化は、子どもたちの心
に大きな影響を及ぼし、倫
理観や規範意識の低下が
指摘されるとともに、暴力
行為・いじめ・不登校等が
問題となっています。

学校におけるいじめ・
不登校問題を総合的・
根本的に検討し、その
防止や指導に努める必
要があります。

小中学校における
いじめ・不登校の件
数

いじめ認知件数
小学校：472件
中学校：397件
合計869件

不登校（30日以上欠
席）児童数
小学校：99人
中学校：463人
合計562人

前年度実績より減少
を目指す

　いじめ・不登校等の対策として、各学
校における「いじめ防止基本方針」に基
づいた取組を行うとともに、大分市いじ
め・不登校対策協議会の開催やスクー
ルカウンセラー、スクールソーシャルワ
ーカーを活用した取組を行います。
　また、小中連結シートを活用し、中１ギ
ャップの解消を図ります。

本市においては、いじめの
認知件数は減少傾向にあ
るが、ネット上のトラブルや
問題行動の低年齢化、不
登校等、その内容も複雑・
多様化し、学校だけでは問
題の解決が困難なケ－スも
増えています。

全教職員が一体となっ
た組織的な生徒指導体
制を構築し、家庭や地
域社会、関係機関との
早期の情報共有ととも
に、適切な連携を図る
ことが重要です。

学校で子どもたちが
健やかに育ってい
ると感じる保護者の
割合

100％

家庭との連携を図りながら、携帯電話・
パソコン等の利用におけるインタ－ネッ
ト上の弊害や危険性について、児童生
徒の発達段階に応じた指導を充実させ
ます。平成26年度より「大分市教育セン
ター」の指導主事を学校に派遣し、教職
員向けの研修会や児童生徒・保護者向
けの「ネット安全教室」等を開催し、情報
モラル教育の充実を図ります。

犯罪被害に遭わないための
危機管理体制の確立

大分市子ども危機管理マニュアルの活
用による各校の危機管理マニュアルの
見直しを図り、不審者侵入を想定した避
難訓練を実施するなど、犯罪被害の未
然防止に努めます。

飲酒・喫煙・薬物乱用防
止教育の充実

子どもの人権感覚を涵養す
るためには、子どもを直接
指導する教職員の人権感
覚を涵養することが重要で
す。

・子どもの人権感覚を
涵養するためには、指
導者である教職員が豊
かな人権感覚を一層身
につける必要がありま
す。

学校における人権・
同和問題校内研修
の実施状況

○60分以上の校　　
内研修回数
平成24…324回

人権・同和問題校内
研修の延べ実施回
数（350回/年）

学校教育における人権・同和
教育の推進

人権問題に関する知的理解を深め、豊
かな人権感覚を身につけるための校内
研修資料の提供をします。

地域における人権・同和
教育の推進

人権啓発の推進

本市の小中学校では、対
象となる昭和56年以前の建
物について耐震診断を行い
、その結果に基づき、学校
施設の耐震化を進めてい
る。幼稚園については、平
成24年度までに耐震化が
完了しました。
　また、天井材の落下など
、いわゆる非構造部材によ
る被害の未然防止対策に
ついても、計画的・実効的
な点検及び対策を進める
必要があります。

今後、大規模な地震に
より倒壊等の危険性の
ある耐震化の必要な建
物が38棟あり、早急に
建替えや補強工事を行
う必要がります。
　また、非構造部材の
耐震化については、計
画的に進めるため、実
態把握に努める必要が
あります。

小中学校の耐震化
状況

・小中学校
　　　…86.4％

・小中学校…100％
安全性の確保を最優先に、学校施設環
境の整備充実を図ります。


